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(論文審査の要旨)  
学士（工学）・修士（工学）小西隆介君提出の学位論文は「Research on Optimal Facility Investment 
in Electric Power Systems Considering Uncertainties（電力システムにおける不確実性を考慮した最
適設備投資に関する研究）」と題し、全 6 章から構成される。 
近年の電力系統や電力市場では、再生可能エネルギー (Renewable Energy, RE) の導入や、需要家
側への系統安定化行動を促進する枠組であるデマンドレスポンス (Demand Response, DR) 等の導
入により不確実性が増大しつつあり、それにより需要に対する供給不足・過剰の双方を意味するイ
ンバランスが発生することが懸念されている。 
本論文ではインバランス解消の手段として蓄電池等のエネルギー貯蔵装置 (Energy Storage 
System, ESS) を扱い、不確実性下での ESS 等の設備投資を最適化する研究を行っている。これを
達成するために、電力システムでの不確実性下での設備投資問題を定式化し解くための一般理論で
ある、Slow/Fast ESS 理論 (Slow/Fast ESS Theory, SFET) を提案している。具体的には、確率論的評
価指標とその低減項を用いて、絶対供給量の不足・過剰によるインバランスと、不確実性成分によ
る急峻な変動によって発生するインバランスを区別している。さらに、前者を削減する ESS を Slow 
ESS、後者を削減する ESS を Fast ESS と定義し、2 つの ESS の異なる特性を利用することで諸問題
に適用可能であることを示している。 
第 1 章では本論文の背景と関連研究、目的について述べている。 
第 2 章では、SFET の適用先である電力系統における設備配置問題と電力市場における電力調達
問題の定式化と、確率的評価指標の定式化を行っている。さらに SFET およびその応用可能性につ
いて述べている。 
第 3 章では系統における送電線故障による絶対供給量の不足・過剰と、RE 出力の変動による急
峻なインバランスの双方を SFET によって考慮しつつ、最適な設備配置を求めている。その結果、
送電線故障によって系統から断絶される場所に Slow ESS が多く導入されるという特徴が見られ、
SFET の有用性を確認している。 
第 4 章では DR の導入による絶対供給量の不足・過剰の解消と急峻な変動成分の増大というトレ
ードオフの問題を SFET によって定式化し、ESS 導入量を含む設備投資費が最小となる DR の最適
導入率を求めている。また、得られた DR 導入率のもとで Slow, Fast ESS の合計導入量が最小とな
ったことを確認している。 
第 5 章では電力小売事業者の電力調達コスト最小化問題において SFET を適用している。具体的
には、1 日前市場内 (Day-ahead Market, DAM) での裁定取引とリアルタイム市場 (Real-time Market) 
における取引量の低減という ESS の 2 つの活用方法を SFET によって定式化し、それぞれに対して
最適な ESS 導入量を求めている。実際に、DAM 価格が高い場合には Slow ESS が、RTM 価格が高
い場合には Fast ESS がそれぞれ導入され、適切に充放電を行うことで調達コストを最小化している
ことを確認している。 
第 6 章では、以上の内容をまとめ、本論文の結論を述べ、最後に今後必要な検討課題について挙
げている。 
以上のように、本論文は、電力システムにおける不確実性を考慮した最適設備投資に関して研究
したものである。その成果は電力システム分野において工学上・工業上、寄与するところが少なく
ない。 
よって、本論文の著者は博士（工学）の学位を受ける資格があるものと認める。 
 
 
学識確認結果 
 
学位請求論文を中心にして関連学術について上記審査委員で試問を行い、当該
学術に関し広く深い学識を有することを確認した。 
また、語学（英語）についても十分な学力を有することを確認した。 
 
